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ふるさと企業育成ファンド
　平成23年度に、ふるさと産業の元気再生を図ることを目的として、県内金融機関と県が協力して「ふるさと
企業育成ファンド」を創設しました。その運用益により、県内中小企業の新分野展開を支援する「新分野展開
スタートアップ支援事業」と、県内企業への技術系人材の就職を促進する「ものづくり人材育成修学資金貸与
事業」の 2つの事業を実施しています。
　本事業は、平成23年から10年間継続して実施する事業です。

新分野展開スタートアップ支援事業（助成金）

ものづくり人材育成修学資金貸与事業

ふるさと企業育成ファンドのこれまでの実績

募集期間

募集期間

対　　象

対　　象

対象事業

対象事業

毎年 4月下旬～ 5月

　福井県内に主たる事業所を持ち 1年以上の事業実績が
あり、過去 3年間の平均または前事業年度の売上額が年間
10億円未満の中小企業者・個人事業者・事業協同組合

既存事業の経営資源を活用した経営の多角化や事業転換を
行う取組み

毎年 4月～ 5月

全国の理工系大学院生

県内のものづくり企業に就職を希望している学
生への修学資金貸与（ 6万円/月）

助成率および助成額

新商品開発、施設・設備、販路開
拓にかかる費用
◆ 助成率　2/3以内
◆ 助成額　100万円～1000万円

修学資金貸与の概要

◆ 大学院終了後、福井県のものづくり企
業に 7年間勤務した場合、返済を全額
免除

◆ 他の奨学金との併給可
◆ 本人や親の収入による受給制限なし

①事業実施計画書の作成（助成対象事業者）

④助成金交付（支援センター）

②審査・採択（支援センター）

③事業の実施（助成対象事業者）

㈾ 開 花 亭  「浜町」のイメージアップと料亭「開花亭」の全国発信につながる新ブランドの構築と物販店舗の設置

福井小松フォークリフト㈱ 対人対物接触事故回避支援システムの開発

㈱ 福 井 洋 傘 集約型生産体制に基づく木製部品製造・販売

㈱ 谷 口 工 務 店
廃瓦等を再生（リサイクル・リユース・リデュース）利用した新規格3Rブロック「TK・エコブロック」の
開発・製造・販売事業

清 水 産 業 ㈱ 高機能合成潤滑剤・グリースの開発および製造販売事業

㈲街の牛乳屋さん 牛乳屋さんだからできる朝一番の食品宅配サービス

㈱ 中 島 機 械 防草シート固定用プラスチック杭の製造販売

㈱サカエマーク
多品種小ロットのパッケージ作りの仕組みを構築し、福井県ものづくり企業のサポート体制を確立
し、受け身型企業から発信型サービス業への転換を行う事業

㈱協立技術工業 ドライアイス洗浄装置（液化炭酸ガス方式）販売

㈲ブイ・アイラボ CAD・CAMを用いた最新歯科技工ネットワークづくり

助成金の応募から採択までの流れ

本誌で紹介している企業が活用した事業について、概要を紹介します。
事業の詳細については、当センターのHPでご確認いただくか、

各担当部署にお気軽にお問い合わせください。

事例企業が活用した事業のご紹介
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対象者

ふくいの逸品創造ファンド
県内の企業等が取り組む地域資源を活用した商品開発や販路開拓事業について、その費用の一部を助成します。

福井県内に主たる事業所がある中小企業・個人事
業者・農業協同組合・LLP等 ！ 活用ポイント

●県外に売っていける商品開発を目指す企業のため
の助成金です。
●事業実施期間は原則12ヶ月以内ですが、特に必
要性が認められる場合には24ヶ月以内で設定す
ることができます。
　（繊維連携は最長12ヶ月以内）
●職員が事業計画の磨き直しを支援いたします。

助成率および助成限度額
市場調査・商品開発・販路開拓にかかる費用

◆ 助成率　2/3以内　　◆ 助成限度額　600万円

地域資源を活用した新商品開発・販路開拓支援
（一般・嶺南企業特別支援）

地域資源を活用した新商品開発・販路開拓支援
（ふくいの産業遺産・手しごと承継）

対象
事業

対象
事業

「ふくいの強み」を活用した、新商品・新サービス
の開発から販路開拓までの事業化に向けた取組み

福井県が認証する「ふくいの手しごと」により、「ふ
くいの強み」を活用して、新商品・新サービスの
開発から販路開拓までの事業化に向けた取組み

◆ 助成率　1/2以内　　◆ 助成限度額　500万円
　　 販路開拓にかかる費用のみ
◆ 助成率　1/2以内　　◆ 助成限度額　200万円

恐竜ブランドビジネス化支援

対象
事業

福井の観光資源としてを全国からも注目度の高い
「恐竜」を活用した、新商品・新サービスの開発
から販路開拓までの事業化に向けた取組み

◆ 助成率　2/3以内　　◆ 助成限度額　600万円

NEW

「企業連携」よる産地競争力強化モデル（繊維・眼鏡・伝統工芸品・農商工・小規模企業連携）

以下の５種類があります。

◆ 企業連携による繊維産地競争力強化モデル事業　◆ 小売店との連携による福井ブランドめがね販売モデル事業
◆ 伝統工芸品産地連携による販売モデル事業　　　◆ 農商工連携による産地競争力強化モデル事業
◆ 小規模企業連携事業

◆ 助成率　2/3以内　　◆ 助成限度額　600万円　　※小規模連携事業は助成限度額300万円

NEW

◆ 助成率　2/3以内　　◆ 助成限度額　600万円 ◆ 助成率　2/3以内　　◆ 助成限度額　600万円

スポーツ・医療関連分野展開による新事業創出支援 新たな土産品開発による『おもてなし』支援

対象
事業

対象
事業

「ふくいの強み」を活用して、スポーツ・医療関連
分野での顧客の獲得を目指す新商品・新サービスの
開発から販路開拓までの事業化に向けた取組み

「ふくいの強み」を活用して、『おもてなし産業』
への展開を図るための新商品・新サービスの開発
から販路開拓までの事業化に向けた取組み

NEW NEW

◆ 助成率　2/3以内　　◆ 助成限度額　600万円

◆ 助成率　2/3以内　　◆ 助成限度額　500万円

地域資源を活用した新商品開発・販路開拓支援
（事業承継支援）

地域資源を活用した新商品開発・販路開拓支援
（海外展開支援）

対象
事業

対象
事業

事業歴１年以上の中小企業者から、事業資産の譲
渡等により事業基盤の全部または一部を承継する
際に、「ふくいの強み」を活用して、新商品・新
サービスの開発から販路開拓までの事業化に向け
た取組み

海外市場への進出を目指して行う際に、「ふくい
の強み」を活用して、新商品・新サービスの開発
から販路開拓までの事業化に向けた取組み

NEW NEW

ふくい産業支援センター　ふるさと産業支援部　総合相談・創業支援グループ

TEL　0776-67-7400　　FAX　0776-67-7429

お問い合わせ先



16

デザイン支援
売れる商品開発や販売促進、店舗設計など、マーケティングの重要な要素としてのデザイン支援について、経
験豊富なデザイナーが実践的指導、助言を行います。

対　　象

対　　象

費　　用

費　　用

利用回数

利用回数

デザインを活かした経営の向上を目指す県内中小企
業等

具体的な指導を行う費用として、デザイナー謝金が
かかります。
１回36,000円のうち18,000円が企業負担となります。
※ 一部、企業負担となる経費があります。
※ 負担金額等は変更になる場合があります。

１企業あたり10回まで。（件数に制限があります。）
※ご利用できない場合があるので、事前にご確認ください。

デザインを活かした取組みを目指す県内組合・団体、企業グループ（中小企業を含む３社以上）等

無　料　※デザイナー謝金、旅費の全額を当センターが負担します。
　　　　  ただし、企業の方の旅費およびその他の実費は自己負担となります。

１グループあたり２回以内（県外デザイナーの指導が前提です。）

ふくい産業支援センター　デザイン振興部

TEL　0776-55-1756　　FAX　0776-55-1759

お問い合わせ先

デザイン専門職員による適切な事業マッチング

デザインを活用して経営の
向上を図りたい

① デザイナー派遣

デザインを生かした
取り組みを目指したい ② グループカウンセリング

県内のデザイナーの情報が
知りたい 　 デザイナーバンク

開発商品のデザイン評価を得
て新規販路開拓を行いたい ③ ふくいプロダクト販路開拓支援事業

県内の登録デザイナーの情報がご覧になれます。

マーケッターやデザインディレクターがデザイン

評価を行うとともに、開発商品に見合った販路の

指導が受けられます。

① デザイナー派遣

② グループカウンセリング

商品開発のデザイン、販売促進のデザイン、展示会の企画デザインなど、様々な分野で活躍するデザイナーをニーズ
に合わせて派遣します。

団体、企業グループを単位として、県外の第一線で活躍するデザイナーから、最新の市場動向やヒット商品動向など
の情報を聞いたり、共通するデザイン面での課題についてアドバイスを得たりする事ができます。

！ 活用ポイント
●経験豊富なデザイナーの指導を受け
て、自社では困難な商品企画やデザイ
ン開発などの課題が克服できます。
※新商品開発の際には、商品企画の段階からのご
活用をお薦めします。

●少額の費用負担で専門的なアドバイス
が受けられます。
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新技術・新工法展示商談会

戦略的基盤技術高度化支援事業　経済産業省

福井県の先端技術や繊維、眼鏡等の産業が培った特色ある優れたものづくり技術を、県外大手製造メーカー向
けに一堂に展示する取引商談会を開催します。

中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律の認定を受けた研究開発共同体の研究開発からその試作
までの取組みについて、事業管理機関として支援を実施しています。

■ CNT複合めっきによる次世代ソーワイヤの実用化
■ 太陽光発電可能な次世代膜構造建築物を実現する発電テキスタイルの開発
■ 立体構造体形状で織り上げる、炭素繊維織物の開発

！ 展示商談会出展のメリット
●単独ではアプローチがしづらい大手企
業に対して、展示商談会を通して取引
のきっかけづくりができます。
●産業機械分野メーカー等のニーズを知
ることができ、異分野展開等の手がか
りをつかめます。　など

平成26年度　㈱クボタ

日　　程

商談対象

会　　場

募集対象

出 展 料

平成26年11月頃　（１日間）

㈱クボタの開発部門および調達部門等㈱クボタ
関連企業

㈱クボタ クボタサービスセンター（大阪府堺市）

　商談先の企業に対して、従来の技術や工法と
比較して優位性のある新技術・新工法を提案で
きる県内企業または、将来、開催企業関連業種
への応用技術や開発テーマを提案できる企業等

３万円

応募企業の技術をどのように産業機械分
野にアピールできるか、プロジェクトマネ
ージャーや職員等が一緒に考え、効果的な
マッチングをお手伝いします。

ふくい産業支援センター　技術開発部

TEL　0776-55-1555　　FAX　0776-55-1554
ふくい産業支援センター 販路開拓支援部 販路開拓営業グループ

TEL　0776-67-7407　　FAX　0776-67-7419

問い合わせ

経済産業省 中小企業

大企業

基盤技術を有
する中小企業

大学・公設試等
研究機関

経済産業局

事業管理者（ふくい産業支援センター）

プロジェクトの終了後、実用化を目指した
補完研究の実施に対する支援も行います。

調
整
・
取
り
ま
と
め

最近の研究テーマ（平成24～26年度実施）

ふくい産業支援センター　技術開発部

TEL　0776-55-1555　　FAX　0776-55-1554

お問い合わせ先
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企 業 診 断

経営革新とは？

経営環境の変化に対応し将来にわたって企業を発展・成長させていくため、「事業者が新事業活動を行うこ
とにより、その経営の相当程度の向上を図ること」です。

コンサルティング

新事業活動とは？ 経営の相当程度の向上とは？

企業診断・コンサルティング

経営革新承認支援

従業員意識調査等による「簡易診断」、全社的な現状分析・課題の抽出・改善策の提案を行う「企業診断」、課
題克服や改善策の実行をサポートする「コンサルティング」を行います。

※企業診断には、応分の自己負担をお願いしています。

ご相談に応じてお見積りいたします。

● 信用保証の特例 ①普通保証等の別枠設定　②新事業開拓保証の限度額引き上げ
● 特許関係料金減免制度　● 県の制度融資や政府系金融機関による低利融資制度　● その他

ふくい産業支援センター　ふるさと産業支援部　経営革新・コンサルグループ

TEL　0776-67-7424　　FAX　0776-67-7429

福井県の経営革新計画の承認のために、計画書の作成支援を行っています。

経営革新の承認を受けると、計画期間中、次のような支援策を受けることができます。

◆ 現状分析　外部・内部環境分析、SWOT分析
◆ 課題の整理・抽出　事業・組織・財務・教育など
◆ 戦略案の策定・課題解決策の提案

◆ マーケティングや生産性向上などの課題解決をサポート
◆ 人事制度・教育制度づくりやリーダー育成プログラムの
実践など、組織づくりをサポート

4つの新たな取り組みのことをいいます。

① 新商品の開発または生産
② 新役務の開発または提供
③ 商品の新たな生産または販売の方式の導入
④ 役務の新たな提供の方式の導入その他の新たな
事業活動

次の2つの指標が計画期間である3～5年で一定以
上向上することをいいます。

！ 活用ポイント
●個々の状況に応じた、多岐にわたるオーダ
ーメイドの支援を受けることができます。
●問題解決に向けて、継続的なフォローを受
けることが可能です。

※「中小企業新事業活動促進法」より

計画終了時
「付加価値額」または「１
人あたりの付加価値額」
の伸び率

「経常利益」の
伸び率

3年計画の場合 9%以上 ３%以上

4年計画の場合 12%以上 4%以上

5年計画の場合 15%以上 5%以上

お問い合わせ先
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ネット通販・取引支援センター　場所：福井県産業情報センター

福井県産業情報センター入居施設

窓口での相談対応、専門家の派遣、書籍等による情報提供、セミナーや研修の開催をとおして、ネット通販な
どインターネットを活用して販路拡大を目指す県内企業を支援します。

情報産業の育成と中小企業の情報化支援を目的とした施設です。イベントホールや
会議室のほか、ＩＴ研修用のパソコン実習室、ＩＴ関係の創業間もない企業を対象
としたインキュベートルームなどの貸出施設があり、企業の情報化の促進やＩＴを
使ったビジネス展開等にご利用いただけます。
※福井県産業情報センターは福井県が設置し、指定管理の指定を受けた当センターが管理運営を行っており、
今年、運用開始から20周年を迎えました。

20周年記念ロゴマーク

窓口相談

専門家派遣

情報提供（資料コーナーの運営）

セミナー等の開催

入居施設（インキュベートルーム、共同研究室）

特　　徴

インキュベートルーム

共同研究室

敷金不要・礼金不要・共益費不要・高速インターネット環境完備

 ８室　※ ㎡単価820円、坪単価2,706円

＜タイプＡ＞　７室　広さ27.13㎡（8.22坪）

＜タイプＢ＞　１室　広さ26.60㎡（8.06坪）

 ２室　※ ㎡単価820円、坪単価2,706円

＜タイプＡ＞　１室　広さ36.47㎡（11.05坪）

＜タイプＢ＞　１室　広さ59.74㎡（18.10坪）

　「これから始めたい」「もっと売り上げを伸ばしたい」など、ネット通販・取引に関する相談に対応します。

　企業のネット通販等に関する課題を解決するために必要な専門家を
派遣します。制作会社等のマッチングも支援します。

　ネット通販やマーケティング等に関する書籍・雑誌・DVD(2,000
冊以上）の閲覧・貸出を行います。

　ネット通販サイト運営ノウハウのセミナーや、ホームページ制作に
関するセミナー、研修を実施します。

　ＩＴを活用した創業や新規事業に取り組む方に事務所スペースを提供します。

　ふくい産業支援センター　販路開拓支援部　Ｅビジネス支援グループ

TEL　0776-67-7416　　FAX　0776-67-7439

　ふくい産業支援センター 　ネット通販・取引支援センター

TEL　0776-67-7428　　FAX　0776-67-7439

お問い合わせ先

お問い合わせ先

主な事業内容
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オーダーメイド研修

中小企業の人材育成を行うことを目的とした施設です。大学校主催の人材育成研修だけでなく、企業や団体が
行う研修、社内会議・ミーティングの場としてもご利用いただけます。また、宿泊施設も併設していますので、
長時間・長期研修の開催も可能です。

社員研修や組合員研修など、独自の教育計画を希望される企業、団体をサポートします。直面している課題や
これからの問題について、実施したい研修内容をお聞きしながら、研修テーマを設定し、予算やスケジュール
等に応じたオーダーメイド型のプログラムをご提案します。

快適な環境でご利用いただけます

企業内研修・社内会議・宿泊研修の場をご提供します

ご利用の流れ サポートの実例

■ 108名から少人数（2～6名）まで多種類の会場を用意
■ 宿泊施設・体育館を併設、目的に応じた幅広い活用が可能
・宿泊型の長時間研修が開催可能です
・60名収容のお食事スペース完備。研修後の懇談会やレクリエーションへの移動も
不要です

・宿泊室Ａ（ツイン22室）と宿泊室Ｂ（シングル１室）はもとより、和室タイプの
第２会議室のご利用を合わせて、最大51名までご宿泊 いただけます

■ ブロードバンド（光ファイバー）に対応
・無線LANインターネット環境を整備
・教室・宿泊室…最大100Ｍbpsの高速インターネットが無料で利用可能
　※無線LAN対応のコンピュータをご持参ください。

■ 共用駐車場を含む最大430台分の無料駐車場を完備
施設の空き状況確認からお申し込みまでの一連の手続きが、インターネットでできるようになり
ました。ぜひご利用ください。

【福井県中小企業産業大学校施設予約システム】　http://fi ib.jp/

  ふくい産業支援センター　人材育成部　（中小企業産業大学校）

TEL　0776-41-3775　　FAX　0776-41-3729

お問い合わせ先

お問合せ

打合せ 研修費用お支払い

プログラムの提案と
費用見積もり 研修成果の確認

お申し込み 研修開催実施

営業基礎研修
○1日　　○13名
○建設工事業
○営業部門社員

改善・不良対策研修
○1日　　○14名
○製造業
○生産部門のリーダー

マネジメント研修
○2日　　○20名
○プラント保守業
○管理職

ビジネスマナー研修
○1日　　○33名
○観光業
○全社員

リーダーシップ研修
○6日　　○20名
○運送業
○リーダー候補者

繊維基礎研修
○6日　　○100名
○製造業
○全社員


